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第11章　　日本のテレコム改革20年
日本のテレコム改革の意思決定にかかわった当事者たちの証言から、当時の議論の全体的雰囲気とポイントを知る。

当事者…伊東光晴氏、直江重彦氏、林紘一郎氏

第1節 テレコム改革の黎明期（1985～89年）

1．1 黎明期の電気通信政策

　81～84年　第２臨調等、政府レベルでの提言…電気通信産業の活性化、

多様なニーズへの対応を目的とした競争原理の導入

84年　電電改革３法成立「電気通信事業法」「日本電信電話株式会社法」

　　　　「前2法案の施行に伴う関係法律の整備法」

　85年　NTT民営化、競争始まる

産業構造→第一種と第二種事業者に区別、第一種５社体制でスタート

　88年　電気通信審議会答申…一定の評価と今後の課題（競争基盤の整備、企業体質の強化、ネットワークの高度化、料金の一層の低廉化、国際化への対応等

１．２　　黎明期に関する証言
伊東氏

・公社の理想(英国)と現実(日本)とのギャップから公社民営化論が出てきた

・日本の特殊事情から完全民営化は避けるべきという考えが支配的

・電電公社内部(非技術部門)、大蔵省、郵政省それぞれの思惑から電電公社民営化が推進された

直江氏

・民営化の直接的契機…公衆電気通信法の不備、電電公社スキャンダル

・当時の見通し…第一種・第二種区分は妥当、アクセス・チャージ問題発生するだろう、第１種への新規参入は困難

林氏

・電電公社側から見た競争の必然性

　→公社体制がゆえの経営非効率があった

　→民営化は是、しかし「独占」を守り「競争」は避けたい、という本音

第2節　テレコム改革の模索期（1990～94年）

2．1 模索期の電気通信政策

　NTTのあり方の見直し議論

90年 審議会答申…移動体通信業務の分離、長距離通信業務の分離、株主・債権者の権利確保等提言される

　　　　→「政府措置」長距離通信事業部・地域別事業部制の導入、移動体

通信業務の分離、あり方の5年後の再検討　

　　　　NTTの対抗策

　　　　人員削減の合理化計画、「オープン・ネットワーク計画」

　政府レベル…中長期の「電気通信高度化ビジョン」「90年代の通信政策

ビジョン」

2．2 模索期に関する証言

伊東氏

電電改革の問題点について

・第一種・第二種区分による一市場二価格の矛盾

・NTTとNCCとの間の価格差政策による、NTTの回線再販売問題

　NTTのあり方(経営形態)について

・国際競争を見据えた英国型通信政策と、競争ダイナミズムを起こす米国型通信政策、という二つのやり方があった

・公正な接続を可能とする分離会計とアンバンドリング(料金別立て制)の導入をNTTに約束させることで問題の5年後見直しを決定

直江氏

・新規参入の予想と現実…光ファイバー系の成功と無線系の失敗を予想→無線系のDDIの成功

・85年事業法下では、競争事業者の既得権化、市場分割を前提とした参入規制、NTTの経営効率向上の不十分により、目的とした競争体制は達せられず

・NTTのあり方問題…ユニバーサル・サービスと技術的整合性からNTTの分割反対の意見に対し、ソフト・ランディングを提唱（持株会社形態）

・あくまで有線ネット(音声)中心、移動体ネット(携帯)補助を念頭していた

→その後の逆転は見抜けなかった

第3節 　世界情報通信革命期（1995年～）

3．1 　世界情報通信革命期の電気通信政策

　94年　審議会答申「21世紀の知的社会への変革に向けて－情報通信基盤

整備プログラム」

　95年　郵政省「21世紀に向けた新しい情報通信産業の将来像研究会」

　96年　審議会答申「日本電信電話会社のあり方について－情報通信産業

のダイナミズムの創出にむけて」NTT再編成に対する最終的提言

→長距離通信会社と地域通信の東西2社に再編成、長距離通信会社の完全民営化、地域通信会社は当面業務規制・地域間の参入承認、KDDの国内通信業務許可

　97年　審議会答申「情報通信21世紀ビジョン」

→規制緩和、接続の円滑化、NTTの再編成、の同時実施必要

→インセンティブ規制、番号ポータビリティ、接続ルール見直し、

加入者系無線アクセスの推進、も今後必要

3．2 　世界情報通信革命期に関する証言

伊東氏

　96年答申について

・NTTの地域網の独占をどう活性化するかの問題

→ボトルネック独占力のため競争的成長分野で自由営業ができないこと

→高費用体質の改善（通信機器に競争を導入し調達費削減する）

・NTT分割と相互参入を通じた市場の拡大…対等規模3社によるヤードスティック競争を目指す

　分離分割以外になかったのか

・接続問題、機器独占の問題を解決していくために必要だった

・西日本の赤字問題は大きくない

伊藤氏の主張のまとめ

・ヤードスティック競争の導入、長短間での公正有効な接続条件、ボトルネック独占の排除と国際市場への門戸開放、相互参入ダイナミズムを通じた国際競争力養成、などが必要

・持株会社方式による再編成という政治決着とはなったが、その後のやり方次第では競争ダイナミズムは出せるが…

直江氏

情報通信産業の展望

・インターネット爆発的普及で電話だけの時代は終わる

・従来の従量・距離に応じた料金設定は無意味になる、アクセスの速度に応じた多様な定額料金制が検討されるべき

林氏

・従来の閉鎖的・中央集権的な電話ネット→開放的・分権分散的なインターネットへ、という時代の要請を受けざるを得ない

・NTTを取り巻く劇的な経営環境下で、持株会社方式が成功できるかどうか→グループ間の経営資源の効率的移転と、不採算部門からの退出メカニズムの確立、にかかっている
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